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株主還元方針の変更に関するお知らせ 

当社は、株主還元方針を下記の通り変更することといたしましたので、お知らせいたします。 

記  

１． 変更の理由 

 2022 年３月期～2025 年３月期の中期経営計画期間の目標利益の早期達成を受けて、安定的な株主還元を実現するた

めに、配当性向に加え単年度の業績の影響を受けにくい「親会社所有者帰属持分配当率（DOE）」を新たに株主還元の指

標として追加採用することといたしました。 

 

 

２． 変更の内容 

変更前 

当社は、株主の皆様への利益還元重視の姿勢を明確にするため、配当政策は完全業績連動型で通期の

連結配当性向 40％を基本方針としています。また、配当金額は通常の事業活動とは別に生じた一時期的

な損益を除く親会社の所有者に帰属する当期利益に対して連動するものとしております。 

なお、当社の課題である事業ポートフォリオの改革、将来の成長に必要な研究開発、事業拡大・合理

化のための設備投資及び出資に充てる内部留保を中長期経営計画の達成度合い等、総合的に考慮した上、

適正資本水準を超える部分については、自己株式取得を含む株主還元の対象といたします。適正資本水

準とは、有利子負債での調達という前提で、安定的に調達できるよう現在の格付けを維持できる水準と

現中期経営計画の中で定義しています。 

こうした利益還元をより機動的に行うために、剰余金の配当等に関しては定款の定めるところにより、

取締役会の決議事項としています。 

変更後 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営における最重要政策の一つと位置付けております。 

配当政策は、親会社所有者帰属持分配当率（DOE）４％程度を下限とする安定配当部分と配当性向 10％

程度を目標とする業績連動部分を組み合わせて、安定的な配当を目指す方針といたします。 

なお、当社の課題である事業ポートフォリオの改革、人的資本への投資、将来の成長に必要な研究開

発、事業拡大・合理化のための設備投資及び出資への資本配分についても総合的に考慮した上、適正資

本水準を超える部分については自己株式の取得を含む株主還元の対象といたします。 

また、株主還元方針及び適正資本水準については、有利子負債の有効的な活用を行う為の格付の維持

も考慮しつつ、持続的な企業価値向上に向け、中長期の経営戦略を踏まえて継続的に見直しを図ります。 

こうした利益還元をより機動的に行うために、剰余金の配当等に関しては定款の定めるところにより、

取締役会の決議事項としています。 

 

 

３． 変更の時期 

2024年度（2025年３月期）より適用いたします。 

 

 

以 上 


